

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































書の公開を請求して、所定の手続により請求に係る公文書を閲覧し、又は毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅










































































































































































































































































































































































































































てはじめてその事実を知ったものであり、本件における諮問庁の対応は極めて毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅
不誠実毅 毅 毅 」（傍点筆者）と指摘し、本件旧決定を撤回し、本件新決定を下したこと
の連絡を行っていなかったことが明らかになっている。続けて、「今後。このよ
うな不適切な対応をすることのないよう、諮問の要否に関わるような重要な事毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅






るものである。諮問庁においては、今後、法毅の制度趣旨を十分に理解毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅 毅した上で、
インカメラ文書の提示に当たって、迅速かつ適切に対応することが強く望まれ
る。」（傍点筆者）とも説示する。答申の付言を読む限り、処分庁の対応は、原
告である開示請求者の知る権利の手続的保障を侵害しているといえよう。
（57）有田・前掲注４・117-18頁。
（58）有田・前掲注４・117-19頁。
（59）原告が開示を求める核心的情報は、是正報告書添付資料であったという（有
田・前掲注４・121頁）。
（60）審査会答申・前掲注３は、「当審査会において、諮問庁に対し、平成26年処分
に係る開示決定通知書の提示を求め、その記載内容を確認したところ、不開示
理由については、原処分にかかる開示決定通知書の記載よりも若干詳細なもの
といえる記載の提示がされているのみであり、また、諮問庁が説明するような、
不開示とした範囲を見直した旨の説明は何らされていないものであった」こと
や、「平成26年処分は、原処分を取り消し、新たな処分を行ったとするものであ
るが、その内容は、不開示理由を若干詳細なものとするとともに、開示範囲を
わずかに拡大したものにすぎず、原処分の軽微な変更と位置付けるのが相当」
と論じている。
（61）審査会答申・前掲注３で示された付言でも示されていた「インカメラ文書の
提示の著しい遅滞」とあるように、処分庁の対応が迅速であれば本件事案の原
告の負担は軽減したものと考えられる。
（62）民集56巻２号467頁、判タ1088号116頁。
（63）昭和61年愛知県条例第２号。
（64）福井章代「解説」最高裁判所判例解説56巻４号1045（221）頁。
（65）福井・前掲・1046-47（222-23）頁。
（66）審査会答申・前掲注３。
（67）芝池義一『行政法総論講義 第４版補訂版』（有斐閣、2006）167頁。職権取消
が正当化される根拠として、行政行為が違法である場合、この状態を取り除く
ことが法理行政原理の一つの筋であって、職権取消は法律のよる行政の原理な
いし法理主義の形式的要請によって正当化され、もとの行政行為とは別個の法
律の根拠をあらためて要しないとする見解（芝池・前掲167頁）及び、法治国家
原理の要請するところとする見解（塩野宏『行政法Ⅰ 第６版』（有斐閣、2015）
188頁を参照）がある。
（68）芝池・前掲注67・166頁。
（69）芝池・前掲注67・174-75頁。
（70）芝池・前掲注67・175-76頁。
（71）芝池・前掲注67・175頁。
（72）旧決定の「部分公開決定通知書」に記載されていた不開示理由は、条文をそ
のまま引き写したものであったため、平成25年10月22日の第2回口頭弁論時に裁
判長から理由不備を指摘されたということである（有田・前掲注４・119頁）。
理由付記が不十分である場合、理由の追加が考えられるが、不開示決定の理由
に対する追加に関する学説は、無制限な理由差し替えや追加に対しては疑問を
呈しつつも、訴訟になれば、開示請求者に実質的に不利にならない限度で、差
し替えや追加を認められるとする立場も見受けられる（松井・前掲注５・326
頁、361-62頁）。なお、逗子市の住民監査請求に関する情報公開訴訟では、最判
平成11年11月19日（民集53巻８号1862頁、判時1696号101頁、判タ1018号169頁）
が理由付記の差替え・追加について言及しているが、逗子市情報公開条例（平
成２年逗子市条例第６号）の規定から「一たび通知書に理由を付記した以上、
実施機関が当該理由以外の理由を非公開決定処分の取消訴訟において主張するこ
とを許さないものとする趣旨をも含むと解すべき根拠はないとみるのが相当」
として、理由の差替え・追加を容認する判断を示唆しているともいえる（例え
84―― 労働派遣事業是正指導関係文書等開示訴訟
第31巻――85
ば、松井・前掲注５・361頁）。学説及び判例に照らし、本件事案は不開示理由
の追加により対応できたものと考えられる。理由の追加については、情報公開
訴訟で理由付記の不備が争点となった警視庁情報公開請求事件における最判平
成４年12月10日（判時1453号116頁、判タ813号184頁）が参考になろう。すな
わち、非開示理由を付記すべきと東京都公文書開示等に関する条例（昭和59年
東京都条例第109号）が規定するのは、「同条例に基づく公文書の開示請求制度
が、都民と都政との信頼関係を強化し、地方自治の本旨に即した都政を推進す
ることを目的とするものであって、実施機関においては、公文書の開示を請求
する都民の権利を十分に尊重すべきものとされていること……にかんがみ非開
示理由の有無について実施機関の判断の慎重と公正妥当を担保してそのし意を
抑制するとともに、非開示の理由を開示請求者に知らせることによって、その
不服申立てに便宜を与える趣旨に出たもの」と論じ、かかる趣旨から「公文書
の非開示決定通知書に付記すべき理由としては、開示請求者において、……非
開示事由のどれに該当するのかをその根拠とともに了知し得るものでなければ
ならず、単に非開示の根拠規定を示すだけでは、……理由付記としては十分で
はないといわなければならない」と論じている。処分庁である大阪労働局長が、
当該平成４年最判の趣旨に則って理由を追加することで理由付記の瑕疵は解消さ
れると考えられる。ゆえに、旧本件決定を取消し、「軽微に変更」した本件新決
定を下すまでもなかったのではないだろうか。
（73）職権取消については、行政行為の取消しが行政主体との処分の相手方と間で
問題となる典型例は、授益的行政行為の場合があげられる。取消しによって授
益的処分の相手方である私人の行政に対する信頼を裏切る、法的安定性を害す
るという私人側主張もあり、取消権の制限の問題が生じるという。学説は授益
的行政行為の取消しには一定の制限を課しているという。（例えば、塩野・前掲
注67・188-91頁。なお、取消制限について学説及び判例の検討については、乙
部哲郎『行政行為の取消と撤回』（晃洋書房、2007）366頁以下に詳述されてい
る）。また、一般的に侵害的行政行為については、処分の名宛人にとって有利に
働くので、比較的自由に認めて差し支えないと解されている（例えば、櫻井敬
子＝橋本博之『行政法 第５版』（弘文堂、2016）99頁、芝池・前掲注67・172
頁など）。取消権の問題について、通説どおりに授益的行政行為か侵害的行政行
為か二分論を踏まえると、本件旧決定を侵害的行政行為と解した場合、職権取
消の制限を論ずることは困難に思われる。しかしながら、情報公開制度の目的・
趣旨に鑑みると、本件旧決定の取消権に制限はないと機械的に解することには
疑問が生じる。知る権利及び情報開示請求権の手続的保障と情報公開制度の適
正な運用を期するためにも、侵害的行政行為と解される一部不開示決定の職権
取消ないし撤回の制限を考えるべきではないだろうか。とりわけ本件事案では、
本件旧決定に理由付記の瑕疵があるといっても、原告の利益の回復のためには
理由の追加ないし差替えによって、瑕疵は治癒されると考えられる。他に選び
うる方法により行政行為の違法状態が解消される、あるいは全部開示とならな
い限りは、不利益を継続させうる職権取消や撤回は、抑制的あるいは限定的で
あるべきではないだろうか。情報公開訴訟における職権取消及び撤回の限界の
私見については、拙稿「情報公開制度にかかる憲法的統制の一考察――「職権
取消・撤回」と「訴えの利益」の消長の事例研究を中心に――」姫路法学第58
号（2016）29頁。なお、侵害的行政行為の職権取消制限については、授益的行
為の許否判断で利益衡量が認められていることから侵害的行政行為の職権取消
の許否判断においても利益衡量が不可能であるとの理論的要請は存在しないと
の指摘もある（芝池・前掲注67・172-73）。利益衡量によって情報公開制度にお
ける取消権の許否を判断することもできよう。
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